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エグゼクティブ サマリー 

労働者たちは移動中も仕事ができるツールを手に入れたこ

とで、現在は業界を問わず、モバイルで仕事をすることが

増えています。ビジネス リーダーはモビリティを向上し、

コラボレーションの障害を取り除くツールに投資をしてい

ます。それがビジネス アジリティの向上につながり、最終

的には顧客満足度の向上をもたらすことを認識しているか

らです。同様に従業員もモバイル化を期待し、喜んで利用

していますが、対面での会議は依然として他者と協働する

最適な方法であることにも気付いています。直接同僚と膝

を交える場合でも、世界各地の同僚と連携する場合でも、

効率よく協業できるツールが、各部門のミーティング ス

ペースに必要です。今でも会社のオフィスは仕事の生産性

を向上できる拠点であることに変わりはなく、企業が本当

にコラボレーションの最適化を望むのであれば、投資計画

から除外することはできません。 

2016 年 6 月、Forrester Consulting は Microsoft からの委託

を受け、企業においてコラボレーションがどのように変化

しているかに関して調査を実施しました。その動向を探る

ため、Forrester では、「多くの企業が、職場のコラボレー

ション テクノロジに存在する機能ギャップ、コラボレー

ションを考えて構築されていない環境、チームでよりよい

結果を達成する ためのサポート体制が万全とは言えない文

化に苦しんでいる」という仮説を立て、検証しました。結

果として、チームの相乗効果が完全に発揮されてないこと

が明らかになりました。 

 

Forrester は、米国、英国、およびドイツのビジネス意思決

定者と設備関連の意思決定者 741 人、およびインフォメー

ション ワーカー 1,032 人を対象として詳細な調査を実施し

た結果、大企業の間では、コラボレーションを可能にし、

会議の生産性を向上するテクノロジ ソリューションと最適

化されたスペースに対する大きな潜在需要が存在すること

が明らかになりました。 

調査結果の要点 

今回の Forrester の調査の結果、主に以下の 4 点が明らか

になりました。 

› コラボレーションがビジネスを左右し、テクノロジがコ

ラボレーションを左右する。モバイル デバイスの業務利

用が、人々の働き方を変えました。従業員が各自のデス

クを離れてモバイル デバイスを使用する時間が増えてい

ますが、今でも会社のオフィスで仕事をするときが最も

生産性が高いと強く感じています。これらの動向の一つ

ひとつが、従業員が頻繁にコラボレーションをしている

という事実に結び付いています。したがって、ビジネス

および設備の意思決定者は、モバイル化した従業員をサ

ポートしながらコラボレーションの最適化を促進できる

文化、テクノロジ、および物理的なスペースを提供する

必要があります。 

› リーダーが正しく統率できれば、最適化されたミーティ

ング スペース、テクノロジ、および文化はビジネス メ

リットをもたらす。最先端の企業では、文化、テクノロ

ジ、およびオフィス環境を改善した結果、アジリティの

向上や従業員の満足度の向上だけでなく、顧客満足度の

さらなる向上など、多岐にわたり大きなメリットを享受

しています。 

› 役員が自社のオフィス環境はコラボレーションをサポー

トしていると (ときに誤って) 信じている。役員は、従

業員が使用するモバイル テクノロジにはしばしば多額

の資金を費やしますが、従業員が仕事をしている物理的

なスペースにはそれほど注意を向けていません。この

リーダーたちは、ミーティング スペースの大半にコラ

ボレーション専用のツールがないことを認めています。

しかし、その内の 70% は、それでも従業員のニーズは

満たせていると考えています。その結果、ツールや設計

が不十分であるという理由から、従業員は平均してミー

ティング スペースの 29% を "利用しない" ようにしてい

ます。 

› 意思決定者は、生産性ソリューションを再考する必要が

ある。極めて優秀な従業員を引き付けて維持し、連携の

強いチームならではのメリットを享受したいと考えるの

であれば、ビジネス リーダー自らが優れたコラボレー

ションの手本を示す必要があります。また、接続、プラ

イバシー、フローの一連の基準を満たすオフィス環境を

構築しなければなりません。従業員は、直接会って協業

でき (または、リモートで協業する場合は、直接会って

いるかのように感じられ)、簡単にアイデアを共有および

保存し、他のビジネス アプリと統合できるソリューショ

ンを切望しています。 

ツールや設計が不十分であるという理由から、 

従業員は平均してミーティング スペースの 29% 

を利用しないようにしています。 
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コラボレーションがビジネスを左右

し、テクノロジがコラボレーションを

左右する 

かつてチャールズ・ダーウィンは「人類 (動物も) には、最

も効果的に協力し、臨機応変に行動することを学んだもの

が繁栄してきたという長い歴史がある」と記しました。ど

の業界でも、イノベーションを起こし、チャネル間で断絶

のない顧客エクスペリエンスを提供しようと企業が躍起に

なっている現在は、これまでにないほど効果的なコラボ

レーションが重要です。顧客がいつでも、どこでも、どの

デバイスからでも必要な情報にアクセスできて当然だと考

える世界では、サイロ化した部門間の壁を取り払うことが

できない企業は、このような顧客を獲得して維持し、サー

ビスや商品を提供することは次第に難しくなるでしょう。 

そのため、従業員の働き方が変化しています。自分のデス

クに座っている時間は減り、所属部門の枠を超えて同僚や

パートナー、顧客と仕事をする時間が増えています。本調

査から明らかになったことは以下のとおりです。 

› モバイル デバイスの業務利用が、既に人々の働き方を

変えている。消費者の行動様式を変えているモバイル革

命は、職場にも浸透しています。従業員はモバイル デ

バイスを使って仕事をすることに慣れています。

Forrester の調査では、週に 1 回以上ノート PC を業務

に使用しているのは 61%、スマートフォンは 55%、タ

ブレットは 25% です。またこれらのデバイスを所有し

ている従業員の各デバイスの使用率は、激増しています 

(図 1 参照)。Forrester の Employee Mind Shift Index 

(eMMSI) では、従業員が移動中に仕事を完了できて当然

だと考えているのは、会社よりも従業員の方が多いこと

が示されています。1
 

› わずか 2 年間で、デスクを離れて仕事をするケースは

急速に増えています。従業員の約 41% が、2 年前と比

べてデスクを離れて時間を過ごすことが増えていると

し、しかも大勢が格段に増えたと回答しています。モバ

イル デバイスの進歩が牽引しているだけではなく、従

業員がデスクから離れている時間が増えているのは、職

場固有のいくつかのトレンドのためでもあります。最大

の要因の 1 つは、オフィスの内外を問わず、動き回って

同僚や顧客、パートナーと協業する必要があることです 

(図 2 参照)。このコラボレーションは、経営陣によって

奨励されています。意思決定者の 77% が、会社はコラ

ボレーションによって成果を上げることを推奨し、連携

した取り組みを報奨することに賛成するまたは強く賛成

するとしています。また、意思決定者の 78% が、社内

でのファイルの共同編集や共有が必要であることを認め

ています。 

調査結果の要点 

 

76% 75%

図 1 

インフォメーション ワーカーは既に複数のデバイス

を業務に使用している 

 

調査対象: 米国、英国、およびドイツのインフォメーション ワーカー 

1,032 人 

資料: Microsoft からの委託により Forrester Consulting が実施した調査 

(2016 年 6 月) 
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› オフィスは依然として、仕事で成果を上げるために最重

視すべき対象の 1 つ。"コラボレーション テクノロジ" に

ついて考えるとき、これまで私たちは考え過ぎて、リ

モートからの参加者やモバイル ワーカーを軸にしてきま

した。どちらもコラボレーションを成功させるには非常

に重要な要素であることに変わりありませんが、そもそ

もオフィス内のコラボレーションについてはどうでしょ

うか。Forrester の調査により、驚くような事実が判明し

ました。従業員は、コラボレーションに関する様々な手

段の中で、会社のオフィス (自宅のオフィスではない) が

最も生産性が高いとしています (図 3 参照)。 

Forrester の調査により、驚くような

事実が判明しました。従業員は、会社

のオフィス (自宅のオフィスでは 

ない) が最も生産性が高いとしてい 

ます。 
 

図 2 

従業員がモバイル デバイスを使用する理由は多岐に

わたる 

 

調査対象: 米国、英国、およびドイツのインフォメーション ワーカー 

670 人 

資料: Microsoft からの委託により Forrester Consulting が実施した調査 

(2016 年 6 月) 
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図 3 

従業員がオフィスで仕事をしたいと考えることは多い 

 

調査対象: 米国、英国、およびドイツのインフォメーション ワーカー 

1,032 人 

資料: Microsoft からの委託により Forrester Consulting が実施した調査 

(2016 年 6 月) 
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コラボレーションに関して従業員が 

望んでいること 

自前のテクノロジを業務利用する Bring Your Own (BYO) 

方式が盛んな現代では、従業員によって職場でのテクノロ

ジ活用の既成概念が次々と打ち壊され、会社のイノベー

ションは避けられなくなっています。これは、コラボレー

ションも同じです。現在の従業員が思い描くコラボレー

ションでは、テクノロジのサポートが大々的に必要になり

ます (図 4 参照)。 

 

› 何よりも、従業員は相手と直接会う形のコラボレーショ

ンを望んでいる。モバイル デバイスへの投資は、(対面

でもリモートでも) より効果的なコラボレーションに役

立っていますが、従業員の最大の希望は、隣り合って一

緒に仕事をしているような感覚が持てることである 

(79%) 点に注目する必要があります。それを容易にする

テクノロジへの投資は、多くの従業員が魅力を感じるで

しょう。 

従業員の最大の希望は、隣り合って 

一緒に仕事をすることです。 
 

 

› 従業員は、ワーク セッションの保存と共有、リアルタイ

ムでの参加を望んでいる。たとえば重要なミーティング

などでコラボレーションをしても、ミーティング後に拡

散できる成果物が得られないことは珍しくありません。

しかし、従業員は、投資した時間を次のアクションにつ

なげられるよう、セッション後にドキュメントや議事録

を簡単に保存して共有したいと考えています (67%)。ま

た、リモートの関係者にもその場に参加してもらい、リ

アルタイムで有意義なコラボレーションを行うことも望

んでいます (63%)。 

› 従業員はビジネス プロセスと働き方に合ったコラボレー

ション テクノロジを望んでいる。インフォメーション 

ワーカーは、仕事に使うアプリケーションと統合できる

コラボレーション ソリューションが導入されていること 

(62%) と仕事専用のツールを使用できること (60%) も重

視しています。つまり、(現在はソフトウェアによって管

理されている) ビジネス クリティカルなすべてのプロセ

スが、ミーティングに統合されることを望んでいます。 

› 従業員は楽しく仕事をすることを望んでいる。心理学に

よって、満足度の高い従業員は満足度の高い顧客を生む

ことが証明されています。2従業員はそのことを自覚して

います。従業員の 56% は、ツールの使用中に楽しみた

いと回答しています。そのような体験を得る方法の 1 つ

は、大型スクリーンのコンピューティング デバイスや視

聴覚機器を使用することです。これは、従業員の 55% 

が魅力的だと感じています。 

 

 

図 4 

従業員はさまざまなコラボレーション ツールを求め

ている 

 

調査対象: 米国、英国、およびドイツのインフォメーション ワーカー 

1,032 人 

資料: Microsoft からの委託により Forrester Consulting が実施した調査 

(2016 年 6 月) 
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最適化された環境、テクノロジ、 

および文化はビジネス メリットを 

もたらす 

仕事をする場所 (同僚やパートナーとの物理的な距離や、

導入されているツールを含めた職場環境) は、働き方に影

響します。この問題を研究している学術研究者は、まず

自分自身を研究することから始めました。研究者たち

は、同じ建物内さらには同じフロアで仕事をしているこ

とが、同僚と共同で論文を発表する確率に与える影響は

ないに等しいことを発見しました。しかし、同じ通路で

仕事をしていることは大きな影響力を持ちます。同じ通

路に研究室がある二人の研究者が共同研究をする確率

は、単に同じフロアに研究室がある場合と比べて 3 分の 

2 も高くなりました。3
 

最先端の企業では、従業員の現在の働き方は従来と違って

いることに気付き始めています。先見的なビジネス リー

ダーは、直接会う場合でも、リモートの従業員を相手にす

る場合でも、コラボレーションと生産性向上を促進する文

化、ツール、および環境を提供することを重要な義務の  

1 つにしています。このようなリーダーは、それを正しく

実行できた場合、次のような数々の重要なメリットを実現

できます。 

› 有効なコラボレーションは、生産性、アジリティ、およ

び顧客満足度につながる。企業は、コラボレーションと

生産性への投資から見返りを得ています。Forrester では

意思決定者に、コラボレーションのために最適化された

テクノロジ、文化、および物理的なスペースがもたらす

メリットについて質問しました。当然ながら、高い生産

性とコラボレーションの向上がトップになりました。ビ

ジネスに極めて重要なその他の関連するメリットは、従

業員の創造性のレベルアップ、製品の品質向上、ビジネ

ス アジリティの向上、顧客満足度の向上が含まれます。

ビジネス リーダーの約 82% は、コラボレーション ツー

ルおよびテクノロジの導入以来、時間をさらに節約でき

るようになったとしています。また、81% は顧客満足度

が向上したと回答しています (図 5 参照)。 

ビジネス リーダーの約 82% は、 

コラボレーション ツールおよび 

テクノロジの導入以来、時間をさら

に節約できるようになったとしてい

ます。 
 

 

› 物理環境の刷新は、従業員の満足度と結び付いている。

ミーティング スペースを刷新しようとしている企業は、

チーム文化の向上、従業員の満足度の向上、顧客満足度

の向上など、最近、同様のリノベーションを行った回答

者が報告しているメリットを実現できるものと期待して

います。テクノロジと文化以上に、物理的なスペースは

従業員の満足度と士気に結び付いています (図 6 参照)。

最近、自社のオフィス環境を新しくした意思決定者の 

51% が、物理的なスペースをコラボレーション向けに最

適化したことで、従業員の満足度が向上していると考え

ています。さらに、49% はそれがチーム文化の向上に貢

献していると考えています。その結果、36% が従業員の

維持率向上を実現しています。Forrester の調査では、職

場に先見的なイノベーションを取り入れている企業は、

新規採用時の魅力が増すだけでなく、従業員の出社率の

向上、チームワークの改善、プロジェクトのスピード

アップの面でもプラスの効果が得られていることが明ら

かになりました。4
 

図 5 

コラボレーション ツールがビジネスメリットを促進 

 

調査対象: 米国、英国、およびドイツの大規模企業のビジネスおよび設

備関連の意思決定者 741 人 

資料: Microsoft からの委託により Forrester Consulting が実施した調査 

(2016 年 6 月) 
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多くのオフィスは後れを取っている 

意思決定者がコラボレーションおよび生産性ツールに投資

をするとき、多くの場合、社外で従業員が効果的に仕事を

するためのアプリケーションとモバイル デバイスが最優先

事項になります。このようなソリューションは豊富にあ

り、現在のビジネスには非常に重要です。しかし、組織が

このような投資を検討するとき、オフィス内のミーティン

グ スペース、つまり仕事の生産性を向上できる拠点を除外

することはできません。対面でのコラボレーションの最適

化も行い、オフィス内の従業員がモバイル ワーカーと効果

的に協業できることも、リモート ワークの支援と同じくら

い重要です。今回の調査対象となった企業のほとんどは、

オフィス内の環境はよく整備できていると感じています

が、従業員の見方は異なっています。 

› 意思決定者はオフィス環境を最適化できていると考えて

いるが、ミーティング ルームにはツールが整備されてい

ない。意思決定者は。コラボレーションと生産性を最大

限引き出す体制が整っていると楽観的に捉えています。

従業員のニーズを満たす物理的なスペースを提供してい

ると考えている意思決定者は 82%、コラボレーション特

有の行動をサポートし、アイデアを刺激し、仕事の進行

を促進する職場テクノロジーを導入できていると考えて

いるのは 81%、関係者全員が安心してコラボレーション

に貢献できる環境を生み出す文化があると感じているの

は 80% に上ります。ただし、これらの意思決定者に、

コラボレーション専用のテクノロジが整備されている

ミーティング スペースの割合を質問したところ、目も当

てられないような結果になりました。ホワイトボードお

よび会議用テクノロジなど、コラボレーション ツールが

装備されている大型のミーティング ルールは 34% しか

ありません。その他の種類のミーティング スペースはさ

らに悲惨で、適切なツールが装備されている中型のミー

ティング ルームでは 33%、小型のミーティング ルーム

では 26% です。Forrester の調査では、小型と中型の

ミーティング ルームは、使用頻度が最も高いコラボレー

ション スペースですが、リノベーションが必要なのは、

こういった従来のミーティング スペースだけではありま

せん。中には、カフェや休憩室など、従来とは違うス

ペースの方が力を発揮できるチームもあります。また、

重要な意思決定の多くは、役員室で下されています。こ

のようなスペースでは、従業員が必要とするコラボレー

ション テクノロジがある可能性はさらに低くなります 

(図 7 参照)。 

› リモート コラボレーション ツールはあるが、コラボ

レーション向けに最適化されたミーティング スペースが

ない。従業員はリモートで仕事をすることが頻繁にあっ

ても、いくつかの理由から、オフィスで仕事をする方が

よいと考えています。そのうち、調査に参加した従業員

の 76% が選んだ最大の理由は、対面でのミーティング

がコラボレーションの最大の手段であると考えているこ

とです。残念ながら、ミーティング スペースの中には、

有効なコラボレーションを支援できないものもありま

す。ツールや設計が不十分であるという理由から、従業

員は平均してミーティング スペースの 29% を利用しな

いようにしています。オフィスの 1 平方フィートあたり

のコストは上昇していることもあり、使われていなくて

もこのようなミーティング スペースは、運用経費、賃

料、設備や家具の初期購入費用に大きく響いています。 

 

図 6 

ミーティング スペースのリノベーションで従業員の

満足度が向上 

 

調査対象: 米国、英国、およびドイツの大規模企業のビジネスおよび設

備関連の意思決定者 210 人 

資料: Microsoft からの委託により Forrester Consulting が実施した調査 

(2016 年 6 月) 
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› 大規模なビデオ会議は、グローバルでのコラボレーショ
ンを実質的に現実のものにできる。オフィス内外の従業

員に "対面でのミーティング" の感覚を再現して提供する

ため、一歩先をゆく意思決定者は、ユーザーがファイル

を共同で作成、共有でき、室内を動き回ることができる

高解像度のビデオ会議ツールを検討しています。臨場感

のあるビデオを利用して、チーム ベースのコラボレー

ション セッションを開催することで、会社にいる従業員

とリモートの従業員、パートナー、および顧客間のコラ

ボレーションのハードルが低くなります。5
 

ツールや設計が不十分であるという 

理 由 か ら 、 従 業 員 は 平 均 し て 

ミーティング スペースの 29% を利用

しないようにしています。 

 

図 7 

ほとんどのミーティング スペースには十分なツール

がない 

 

調査対象: 米国、英国、およびドイツの大規模企業のビジネスおよび設

備関連の意思決定者 741 人 

資料: Microsoft からの委託により Forrester Consulting が実施した調査 

(2016 年 6 月) 

 

図 8 

ミーティング スペースのコラボレーション改善に 

意思決定者が導入を検討しているもの 

 

調査対象: 米国、英国、およびドイツの大規模企業のビジネスおよび設

備関連の意思決定者 741 人 

資料: Microsoft からの委託により Forrester Consulting が実施した調査 

(2016 年 6 月) 
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意思決定者は、生産性ソリューション

を再考する必要がある。 

意思決定者の 78% が内部でのコラボレーションとファイ

ル共有がビジネスには必要であると認めていますが、従業

員はミーティング スペースの 29% を使用しないようにし

ています。コラボレーションを行う物理的なスペース (と

そこにあるツール) が、従業員の生産性に強い影響を持つ

ことは明らかです。では、具体的に、利便性を最大限に高

めるために、従業員がオフィス環境に必要としているもの

は何でしょうか。また、意思決定者はどのようにオフィス

環境の整備を進めていけばよいのでしょうか。リーダーは

以下のポイントを考慮してください。 

› 経営トップからの支持を取り付ける必要がある。デジタ

ル コラボレーション ツールの導入と保守は設備および 

IT スタッフが担当するとしても、そのための予算は、

CEO、CIO、CFO といった上級経営者によって大きくコ

ントロールされています。コラボレーション、顧客満足

度、およびビジネス アジリティの要件をサポートするた

めに、適切なリソースへの投資を惜しまず、従業員が成

果を上げるために必要な文化、ツール、スペースを構築

する必要があります。 

› 各部門のスペースは、接続、プライバシー、およびフ

ローに関する一連の基準を満たしている必要がある。コ

ラボレーション ワークスペースの実際の設計は、その

ワークスペースを使用する予定の人物によって変わる可

能性があります。たとえば、天井が高くなると概念的思

考のパフォーマンスは高くなり、天井が低くなると数学

的思考の質が上がるという調査があります。6
Forrester 

の調査では、設備に関する意思決定者が感じている一般

的なトレンドが重要であることが明らかになりました。

そのうち最大のトレンドは、対面でもリモートでも会議

の参加を可能にする、コンピューター、会議テクノロ

ジ、およびその他のデバイスの接続性です (図 8 参照)。

また、従業員には、必要なときにすぐに利用でき、機密

性の高いトピックを協議するときにプライバシーを確保

できるスペースも必要です。 

› 役員は、ビジョン、トレーニング、目標を提供する必要

がある。会社でのコラボレーションを改善するには、多

くの場合、さまざまな材料を提供する必要があります。

ビジネス意思決定者は、テクノロジ トレーニング、関係

者間の足並みが揃い明確な目標が設定されていること、

チームワークの模範となり、同じように模範的な姿勢で

臨む従業員を報奨する管理者がいる文化など、効果的な

コラボレーションを促進するために提供すべき、重要な 

"材料" を特定しています。Forrester では、情報共有と問

題解決の文化の形成が、企業のコラボレーションを成功

に導くうえで経営陣が担うことができる重要な役割の  

1 つであることを突き止めました。7
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主な提案 

わずか 2 年間で、労働者の行動は急速に変化し、新しいタイプのコラボレーション ソリューションに投資する必要

性が現れてきました。どのような種類のソリューションが自社に最適かを判断するには、以下の 6 つのベスト プラ

クティスを利用してください。 

› インフォメーション ワーカーと仕事環境について胸襟を開いて話し合う。役員は、コラボレーション向けに

最適化された環境が用意されていると考えていますが、それに関しては役員と従業員の間で気になる断絶があ

ります。仕事のパフォーマンス向上に役立つミーティング  スペースのツールと属性について従業員から

フィードバックを集め、それらをオフィス全体に取り入れる方法を見つけてください。 

› コラボレーション コンピューティング ソリューションを検討する部門横断的なグループを編成する。通常、

IT プロフェッショナル、設備および運営リーダー、ビジネス プロフェッショナルの全員が、展開すべき最適

なコラボレーション コンピューティング ソリューションを決定する上で役割を担います。部門横断的な作業

グループは、各関係者のニーズを把握するうえで役立ちます。最も重要なことは、必ず従業員自身を巻き込む

ことです。さまざまな役割から協力者を集めてください。営業担当者にとって有効な施策は、製品デザイナー

にとって有効な施策と同じになる可能性はありますが、現状確認フェーズ中に両グループが同じテーブルにつ

くまで、実際のところはわかりません。 

› 新しいタイプのコラボレーション スペースを模索する。最先端の組織では、さまざまな新しいテクノロジ対

応のスペースを導入し、従業員が今よりも即興でコラボレーションを始められるようにしています。ハドル 

スペース (ミーティング ルームよりも形式張らないスペースで、ドアがないこともある) は、即興のワーク 

セッションに利用できます。製造エリアに隣接して設計スペースを設けることは、製造業や航空宇宙産業では

一般的になりつつあります。ホット デスク (モバイル ワーカーがオフィスを訪問したときに使用できるス

ペース) を導入する場合は、ミーティングやコラボレーションが可能な部屋を追加する必要があります。 

› 室内とリモートのコラボレーション エクスペリエンスを統合する。近年ではモビリティに注目が集められて

きましたが、オフィスも重要です。ただし、どちらか一方に偏重しないようにしてください。室内のユーザー

が最大限のコラボレーションを実行できるだけでなく、リモートの参加者 (出張や移動中の同僚、パート

ナー、または顧客) をシームレスにコラボレーションに引き込むことができるソリューションを探します。イ

ンフォメーション ワーカーは、簡単にファイルを共有および保存でき、他のビジネス アプリケーションと統

合される大規模なビデオ会議ツールを切望しています。 

› 概念実証のための試験導入に参加する。コラボレーション コンピューティングの場合、概念実証は実際に

使ってみないと判定できません。ソリューションは、会社固有のニーズをすべて満たし、従業員にとって有効

で、会社で活用できる必要があります。試験導入は重要な役割を果たし、成功の鍵になります。数か所のミー

ティング ルームと 1 か所のハドル スペースを含む、5 か所程度のコラボレーション スペースから始め、

フォーカス グループや、これらのスペースを使う従業員のアンケートなど、レビューのしくみを用意しま

す。 

› 統合ソリューションを組織の他の領域にも展開する。このビジネス ケースを証明できたら、全面的に展開し

て、選ばれたコラボレーション ソリューションから従業員全員がメリットを受けられるようにします。 
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付録 A: 調査方法 

今回、Forrester は、米国、英国、ドイツの企業 (米国の場合は従業員数が 1,000 人以上、他国の場合は 500 人以上) に勤

める 1873 人を対象にオンライン アンケート調査を実施しました。アンケート調査にご協力いただいた方々は、オフィ

スのコラボレーション テクノロジを統括するビジネスおよび設備関連の意思決定者 741 人と、インフォメーション 

ワーカー 1,032 人です。調査の参加者には、コラボレーションに対する考え方、計画、希望、課題について質問しまし

た。今回、貴重なお時間を割いて調査にご協力いただいた方々には薄謝を送らせていただきました。この調査は 2016 

年 6 月に実施しました。 

付録 B: 補足資料  

FORRESTER 関連調査報告書 

「How New Workspaces Catalyze Developers’ Innovation, Collaboration, And Cultural Change」、Forrester Research, 

Inc.、2016 年 5 月 13 日 
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